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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第56期

第３四半期連結
累計期間

第56期
第３四半期連結
会計期間

第55期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
12月31日

自平成20年
10月１日
至平成20年
12月31日

自平成19年
４月１日
至平成20年
３月31日

売上高（百万円） 82,476 28,282 112,811

経常利益又は経常損失（△）

（百万円）
157 809 △1,382

四半期純利益

又は四半期（当期）純損失（△）

（百万円）

△395 624 △3,078

純資産額（百万円） － 54,273 55,892

総資産額（百万円） － 81,403 79,897

１株当たり純資産額（円） － 1,128.851,143.48

１株当たり四半期純利益金額又は四半期（当期）純損失金額（△）

（円）
△8.13 12.93 △62.98

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） － － －

自己資本比率（％） － 66.7 70.0

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
750 － 3,945

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△1,768 － △3,405

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△359 － △874

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（百万円） － 14,976 16,300

従業員数（人） － 3,472 3,411

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　　　　２．売上高には、消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれておりません。

３．第55期および第56期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額につ

いては、１株当たり四半期（当期）純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．第56期第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社をいう。）が営む事業の内容につい

て、重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成20年12月31日現在

従業員数（人） 3,472    

　（注）従業員数は就業人員であります。

 

(2）提出会社の状況

 平成20年12月31日現在

従業員数（人） 2,631    

　（注）従業員数は就業人員であります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第３四半期連結会計期間の生産実績を事業部門別に示すと次のとおりであります。

事業部門の名称
当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

厨房部門（百万円） 13,735

浴槽・洗面部門（百万円） 4,507

その他（百万円） 280

合計（百万円） 18,522

　（注）１．金額は平均販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(2）商品仕入実績

　当第３四半期連結会計期間の商品仕入実績を事業部門別に示すと次のとおりであります。

事業部門の名称
当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

厨房部門（百万円） 7,557

浴槽・洗面部門（百万円） 633

その他（百万円） 144

合計（百万円） 8,335

　（注）１．金額は仕入価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(3）受注状況

　当社グループ（当社および連結子会社をいう。以下同じ。）の受注生産品の売上高は、僅少でありますので記載を

省略しております。

 

(4）販売実績

　当第３四半期連結会計期間の販売実績を事業部門別に示すと次のとおりであります。

事業部門の名称
当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

厨房部門（百万円） 21,898

浴槽・洗面部門（百万円） 5,239

その他（百万円） 1,145

合計（百万円） 28,282

　（注）１．当第３四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績および当該販売実績の総販売実績に対する割合

は次のとおりであります。

相手先

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

金額 (百万円) 割合（％）

 積水ハウス株式会社 2,840 10.0

２．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態及び経営成績の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1）業績の状況

    当第３四半期連結会計期間のわが国経済は、米国サブプライムローン問題に端を発する金融危機および円高な

どが実体経済に影響を及ぼし、景気は悪化する状況となりました。住宅市場におきましては、新設住宅着工戸数に
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ついて一昨年の改正建築基準法の影響からの回復が期待されましたが、持家を中心に低迷し、全体も低水準で推移

いたしました。

    住宅設備機器業界におきましては、新設住宅着工戸数の回復が芳しくなく、リフォーム需要も引き続き低迷した

ことから、システムキッチン、システムバスルームおよび洗面化粧台につきましても業界出荷は前年同期を割り込

む状況が続きました。

　　このような中で当社グループは、平成20年２月に発売した、わが国初の電動アシスト機能により引き出しを開け閉

めできる高級品クラスのシステムキッチン「Ｓ．Ｓ．サーボ」のキャンペーンを継続、平成20年３月に発売した

普及価格帯システムキッチン「ラクエラ」、平成20年５月に発売した、お求めやすい価格帯の「Ｓ．Ｓ．ライト

パッケージ」の拡販に注力し、平成20年９月にはお求めやすく納期も短縮した「クリンレディライトパッケー

ジ」を発売、全国のショールーム活用を推進しながら需要の獲得に努めてまいりました。

　以上の結果、当第３四半期連結会計期間の売上を部門別にみますと、厨房部門では主力の高級品クラスのシステ

ムキッチン「Ｓ．Ｓ．」は“サーボキャンペーン”、“ライトパッケージ”が奏功し数量・金額とも前年同期を

上回った一方、中・高級品クラスのシステムキッチン「クリンレディ」は前年同期を下回りました。この結果、厨

房部門の売上高は、218億９千８百万円となりました。浴槽・洗面部門では、システムバスルームの中・高級品クラ

スの「アクリア」は数量は前年同期を上回ったものの金額では僅かに前年同期を下回り、洗面化粧台は数量は前

年同期を上回ったものの金額では前年割れとなりました。この結果、浴槽・洗面部門の売上高は、52億３千９百万

円となりました。 

　以上の結果、当第３四半期連結会計期間の売上高は前年同期比2.5％減の282億８千２百万円となりました。

　利益面では、マンション向け売上構成比ダウン、原価低減、販管費削減もあり営業利益８億３千万円、経常利益８

億９百万円、四半期純利益６億２千４百万円と前年同期より増益となりました。
 
(2）キャッシュ・フローの状況

  当第３四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、第２四半期連結会計期間末に

比べ14億９千３百万円（9.1％）減少して149億７千６百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

  当第３四半期連結会計期間において営業活動の結果使用した資金は３億９千２百万円となりました。これは、税

金等調整前四半期純利益が７億６千４百万円、減価償却費が10億３千４百万円で、売上債権の減少が７億２千万円

あった一方、賞与引当金の減少７億９千万円、たな卸資産の増加19億７千７百万円、仕入債務の減少が４億３千４

百万円あったこと等によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）  

  当第３四半期連結会計期間において投資活動の結果使用した資金は５億９千６百万円となりました。これは、主

に生産設備の増設および改修、営業拠点整備による有形固定資産の取得が３億１千２百万円、情報システム構築に

よる支出が３億円あったこと等によります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期連結会計期間において財務活動の結果使用した資金は５億３百万円となりました。これは、短期借

入金の純増が２億３千万円、長期借入金の約定返済２億５千６百万円、配当金の支払い２億４千３百万円、自己株

式の取得２億３千４百万円等によるものです。
 
(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。
 
(4）研究開発活動

　当第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、３億２千９百万円であります。

　なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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(5）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

  当社グループの連結売上高に占める厨房部門の売上高割合は、当第３四半期連結会計期間77.4％、当第３四半期

連結累計期間76.5％、前連結会計年度77.9％となっております。新設住宅着工戸数、中でも持家の着工数の回復が

芳しくない場合、リフォーム需要の低迷が継続した場合、競合他社との競争が一層激化した場合、消費者ニーズに

合致した新商品を適時に導入できなかった場合において、厨房部門のシステムキッチンの販売動向に影響し、当社

グループの経営成績に影響を与えることが考えられます。平成19年６月の改正建築基準法施行による新設住宅着

工戸数の大幅減少からの回復も、米国サブプライムローン問題に端を発する金融不安が実体経済に悪影響を及ぼ

す状況から特に持家で芳しくなく、このような中、当社グループは平成20年５月にお求めやすい価格帯の「Ｓ．

Ｓ．ライトパッケージ」、平成20年９月には「クリンレディライトパッケージ」と矢継ぎ早に需要に則した新商

品を投入し、全国ショールームを活用したリフォームフェア等より積極的な販売活動を推進してまいりました。

　当社グループの収益は、革新的な商品とサービスを提供することによっております。今後も継続して、当社独自の

画期的な新商品開発による他社との差別化ができるよう、産産・産学連携を含め積極的な体制をとってまいりま

す。
 
(6）資本の財源及び資金の流動性についての分析

    当社グループの資金状況は、営業活動の結果使用した資金は３億９千２百万円となりました。これは、賞与引当

金の減少、たな卸資産の増加、仕入債務の減少の一方、売上債権の減少があったこと等によるものです。

　投資活動の結果使用した資金は、５億９千６百万円となりました。これは、生産設備の増設および改修、営業拠点

整備に伴う有形固定資産の取得、情報システム構築による支出等によるものです。

財務活動の結果使用した資金は、５億３百万円となりました。これは、長期借入金の約定返済、配当金の支払い、

自己株式の取得等によるものです。

　以上の結果、当第３四半期連結会計期間における資金は、第２四半期連結会計期間末に比べ14億９千３百万円減

少し、当第３四半期連結会計期間末には149億７千６百万円となりました。

　当社グループは、現在、運転資金および設備投資資金について、内部留保資金または借入により調達することとし

ております。
 
(7）経営者の問題認識と今後の方針について

  当社グループは、当社の創業６０周年を迎えるにあたり、新企業理念として「家族の笑顔を創ります」を掲げ、

あたらしいクリナップをつくる第２の創業宣言として発表いたしました。米国サブプライムローンに端を発した

金融不安拡大による実体経済への影響が増す中、昨年度の改正建築基準法の影響による新設住宅着工戸数の回復

も芳しくなく、当社グループの強みである中・高級品市場は低迷傾向にあり、業界環境は一層厳しさを増しており

ます。しかしながら、当社グループの将来の成長は、安らぎや楽しさや満足感で人を包む機能と品質を強化した革

新的な商品とサービスの提供にあると確信しており、今後も業界の標準を変える様な商品を開発し、「キッチンか

ら、笑顔をつくろう」のメッセージを発信し続けてまいりたいと考えております。
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第３【設備の状況】

(1）主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等

について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあり

ません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 130,000,000

計 130,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成20年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年２月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 48,942,374  同左
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数は100

株であります。

計 48,942,374  同左 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成20年10月１日～

平成20年12月31日
－ 48,942,374 － 13,267 － 12,351

 

（５）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。
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（６）【議決権の状況】

　　　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないた　め、記

載することができないことから、直前の基準日（平成20年９月30日）に基づく株主名簿による記載を　してお

ります。

 

①【発行済株式】

 平成20年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   　263,700 －
単元株式数は100株で　

　あります。

完全議決権株式（その他） 普通株式　48,664,000 486,510 同上

単元未満株式 普通株式　　　14,674 － －

発行済株式総数 48,942,374 － －

総株主の議決権 － 486,510 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の「株式数」欄には、証券保管振替機構名義の株式が13,000株含まれております。

　　　なお、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数130個は名義書換失念株式のため、「議決権の数」欄に含ま

　　　れておりません。　　

 

②【自己株式等】

 平成20年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

クリナップ株式会社
東京都荒川区西日暮

里６丁目22番22号
263,700 － 263,700 0.53

計 － 263,700 － 263,700 0.53

 （注）当第３四半期会計期間末日現在の自己株式数は863,871株であります。

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 542 713 749 761 627 515 414 458 409

最低（円） 485 508 670 594 402 392 250 289 350

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

 

３【役員の状況】

  前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。
 

役職の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日
取締役 常務執行役員 取締役 執行役員 佐藤　茂 平成20年７月１日

取締役
常務執行役員
直需事業部長

取締役
常務執行役員
直需事業部長
兼直需部長

松浦　昌孝 平成20年10月６日
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

（１）当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年　　　

　　　　内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

      なお、第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日至平成20年９月30日）より、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第７条第１

項第５号ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

（２）当社の連結財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額については、従来、千円単位で記載しておりました

が、第１四半期連結会計期間より百万円単位をもって記載することといたしました。なお、比較を容易にするた

め、前連結会計年度についても百万円単位に組替え表示しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日至平

成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自平成20年４月１日至平成20年12月31日）に係る四半期連結財

務諸表について、明和監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 13,468 13,794

受取手形及び売掛金 ※3
 25,561 25,936

有価証券 1,806 2,506

商品及び製品 5,268 1,749

仕掛品 130 138

原材料及び貯蔵品 1,208 1,153

その他 5,132 4,317

貸倒引当金 △59 △52

流動資産合計 52,518 49,543

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 9,544 9,836

その他（純額） 11,653 12,044

有形固定資産合計 ※1
 21,198

※1
 21,881

無形固定資産 2,436 2,705

投資その他の資産

投資有価証券 1,983 2,297

その他 3,464 3,787

貸倒引当金 △197 △317

投資その他の資産合計 5,250 5,767

固定資産合計 28,884 30,354

資産合計 81,403 79,897
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 6,746 6,557

短期借入金 2,226 1,151

未払金 8,477 8,010

未払法人税等 268 311

賞与引当金 604 1,206

その他 2,913 627

流動負債合計 21,236 17,865

固定負債

長期借入金 2,620 2,992

退職給付引当金 972 818

役員退職慰労引当金 424 424

その他 1,875 1,904

固定負債合計 5,893 6,139

負債合計 27,129 24,005

純資産の部

株主資本

資本金 13,267 13,267

資本剰余金 12,351 12,351

利益剰余金 28,915 30,017

自己株式 △392 △63

株主資本合計 54,141 55,572

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 127 319

為替換算調整勘定 4 －

評価・換算差額等合計 131 319

純資産合計 54,273 55,892

負債純資産合計 81,403 79,897
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

売上高 82,476

売上原価 54,720

売上総利益 27,755

販売費及び一般管理費 ※1
 27,531

営業利益 224

営業外収益

受取利息 67

受取配当金 43

仕入割引 294

その他 151

営業外収益合計 557

営業外費用

支払利息 58

売上割引 523

その他 42

営業外費用合計 623

経常利益 157

特別利益

固定資産売却益 12

その他 0

特別利益合計 13

特別損失

固定資産除売却損 58

投資有価証券評価損 98

減損損失 2

社葬費用 52

その他 45

特別損失合計 256

税金等調整前四半期純損失（△） △86

法人税等 ※2
 309

四半期純損失（△） △395
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

売上高 28,282

売上原価 18,511

売上総利益 9,771

販売費及び一般管理費 ※1
 8,941

営業利益 830

営業外収益

受取利息 23

受取配当金 11

仕入割引 102

その他 62

営業外収益合計 200

営業外費用

支払利息 19

売上割引 191

その他 9

営業外費用合計 221

経常利益 809

特別利益

固定資産売却益 12

その他 0

特別利益合計 12

特別損失

固定資産除売却損 18

投資有価証券評価損 8

和解金 15

その他 14

特別損失合計 57

税金等調整前四半期純利益 764

法人税等 ※2
 140

四半期純利益 624
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △86

減価償却費 3,041

賞与引当金の増減額（△は減少） △602

売上債権の増減額（△は増加） 2,369

たな卸資産の増減額（△は増加） △3,954

仕入債務の増減額（△は減少） 184

未払金の増減額（△は減少） 429

その他 △415

小計 966

利息及び配当金の受取額 109

利息の支払額 △56

法人税等の支払額 △268

営業活動によるキャッシュ・フロー 750

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △775

有形固定資産の売却による収入 22

無形固定資産の取得による支出 △593

投資有価証券の取得による支出 △426

その他 2

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,768

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,730

長期借入金の返済による支出 △1,027

配当金の支払額 △732

その他 △329

財務活動によるキャッシュ・フロー △359

現金及び現金同等物に係る換算差額 △0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,377

現金及び現金同等物の期首残高 16,300

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

54

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 14,976
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

１．連結の範囲に関する事項

の変更

　(1) 連結の範囲の変更

    第１四半期連結会計期間より、可麗娜厨衛（上海）有限公司は会社運営の方向性

が定まり、戦略的にも重要性が増したため、連結の範囲に含めております。また、ク

リナップロジスティクス㈱は、平成20年４月１日を合併期日としてクリナップ運輸

㈱を吸収合併しております。

 　(2) 変更後の連結子会社の数

　　　 10社

２．会計処理基準に関する事

項の変更

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法の変更

　たな卸資産

　　通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として総平均法による

原価法によっておりましたが、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関

する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）が適用されたことに伴

い、主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法）により算定しております。なお、この変更による損益への

影響はありません。

 （2）「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適

用

　　第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理

に関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号　平成18年５月17日）を適用してお

ります。なお、この変更による損益への影響はありません。
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【簡便な会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

１．一般債権の貸倒見積高の算

定方法

　　当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したも

のと著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使

用して貸倒見積高を算定しております。

２．たな卸資産の評価方法 　　当第３四半期連結会計期間末のたな卸高の算出に関しては、一部実地たな卸を省

略し、前連結会計年度末の実地たな卸高を基礎として合理的な方法により算定す

る方法によっております。

　また、たな卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについ

てのみ正味売却価額を見積もり、簿価切下げを行う方法によっております。

３．固定資産の減価償却費の算

定方法

　　定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期

間按分して算定する方法によっております。

４．経過勘定項目の算定方法 　　合理的な算定方法による概算額で計上する方法によっております。　

５．繰延税金資産および繰延税

金負債の算定方法

　　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境

等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会

計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する

方法によっております。

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

  税金費用の計算 　  税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期

純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純損

益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　  なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。
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【追加情報】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

（有形固定資産の耐用年数の変更）

　　当社および国内連結子会社の機械装置については、従来、主な耐用年数を５～13年としておりましたが、第１四半期

連結会計期間より５～14年に変更しました。

　　この変更は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令の改正を契機として資産の利用状況等を見直した結果に伴う

変更によるものであります。

　　これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益および経常利益はそれぞれ63百万円減少し、税金等調整前四半期

純損失は63百万円増加しております。

 

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

 
 

当第３四半期連結会計期間末
（平成20年12月31日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

※１

　

有形固定資産の減価償却累計額は、31,781百万円であ

ります。

有形固定資産の減価償却累計額は、30,202百万円であ

ります。

　２　 保証債務

金融機関からの借入金に対する保証債務は次のとお

りであります。

保証債務

金融機関からの借入金に対する保証債務は次のとお

りであります。 

　　 保証先 保証額（百万円）

　従業員 73　　 

 

保証先 保証額（百万円）

　従業員 77     

 

※３

　

四半期末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につい

ては、手形交換日をもって決済処理をしております。

　なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の

休日であったため、次の満期手形が四半期連結会計期

間末日残高に含まれております。

　受取手形　　　　　　　　 　　 　897百万円

　受取手形裏書譲渡高　　　　　  　215

────

　４　 受取手形裏書譲渡高 4,524百万円 受取手形裏書譲渡高 3,830百万円
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（四半期連結損益計算書関係）

 
 
 

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

※１ 　販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額は次のとおりであります。

 運賃荷造費・倉庫料 4,542百万円

広告宣伝費及び販売促進費 2,458 

給与手当・賞与     7,563　 

賞与引当金繰入額     475　 

減価償却費 1,511 

貸倒引当金繰入額 16 

※２ 　　当第３四半期連結累計期間における税金費用については、四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理により

計算しているため、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。

 

 
 
 

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

※１ 　販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額は次のとおりであります。

 運賃荷造費・倉庫料 1,550百万円

広告宣伝費及び販売促進費 669 

給与手当・賞与     3,059　 

賞与引当金繰入額     △437　 

減価償却費 518 

※２ 　　当第３四半期連結会計期間における税金費用については、四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理により

計算しているため、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）
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当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　（平成20年12月31日現在）

 （百万円）

現金及び預金勘定     13,468 

有価証券勘定   1,806 

償還までの期間が３か月を超える債券   △299 

現金及び現金同等物 14,976 

 
 

（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平

成20年12月31日）

 

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式  48,942,374株

 

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式  863,871株

 

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

　　 配当金支払額

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成20年６月25日

定時株主総会
普通株式 488 10 平成20年３月31日 平成20年６月26日利益剰余金

平成20年11月７日

取締役会
普通株式 243  ５  平成20年９月30日 平成20年12月１日利益剰余金

 

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

　当社および連結子会社は、住宅及び店舗・事業所用設備機器関連事業とその他事業を行っております。

　当第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日至平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自

平成20年４月１日至平成20年12月31日）

　全セグメントの売上高の合計、営業損益の金額の合計額に占める「住宅及び店舗・事業所用設備機器関連事

業」の割合がいずれも90％を超えるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

 

【所在地別セグメント情報】

　当第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日至平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自

平成20年４月１日至平成20年12月31日）

　全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合がいずれも90％を超えるため、所在地別セグメント情報の記

載を省略しております。

 

【海外売上高】

　当第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日至平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自

平成20年４月１日至平成20年12月31日）

　連結売上高に占める「海外売上高」の割合が10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成20年12月31日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 1,128.85円 １株当たり純資産額 1,143.48円

 

２．１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額 8.13円 １株当たり四半期純利益金額 12.93円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 
　   （注） １株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

四半期純利益又は四半期純損失（△）（百万円） △395 624

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（百万円）
△395 624

期中平均株式数（千株） 48,656　  48,278

 

（重要な後発事象）
 
　　 該当事項はありません。

 

２【その他】

　平成20年11月７日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）中間配当による配当金の総額・・・・・・・・243百万円

（ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・５円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・平成20年12月１日

(注) 平成20年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成21年２月10日

クリナップ株式会社

取締役会　御中
 

明和監査法人

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士  櫻井　嘉雄　　印 　　　

 

 業務執行社員  公認会計士  川﨑　浩　　　印　　

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているクリナップ株式会社

の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、クリナップ株式会社及び連結子会社の平成20年12月31日現在の財政状態、

同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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